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20052005年度業績概要年度業績概要
n コア業務純益：584億円（5年連続過去最高を更新）
n 当期純利益：302億円（3年連続過去最高を更新）連結314億円（過去最高）
n コア業務純益：584億円（5年連続過去最高を更新）
n 当期純利益：302億円（3年連続過去最高を更新）連結314億円（過去最高）

【単体】 FY2004 FY2005 前年比
業務粗利益 1,267 1,283 16
資金利益 1,047 1,039 ▲ 8
国内部門 956 970 14
国際部門 91 68 ▲ 23
役務取引等利益 192 215 23
特定取引利益 14 15 1
その他業務利益 14 15 1
経費 ▲ 687 ▲ 699 ▲ 12
一般貸倒引当金① 11 42 31
業務純益 591 627 36

578 584 6
臨時損益 ▲ 75 ▲ 84 ▲ 9

▲ 75 ▲ 77 ▲ 2
517 543 26
▲ 52 ▲ 43 9
271 302 31

▲ 63 ▲ 35 28

7.7% 7.9% 0.2%
54.2% 54.5% 0.3%

ROE
OHR

信用コスト①+②

特別損益

うち不良債権処理額②

コア業務純益

経常利益

当期純利益

【連結】 FY2004 FY2005 前年比
経常収益 1,656 1,719 63
うち銀行単体 1,604 1,663 59
経常費用 1,157 1,161 4
うち銀行単体 1,087 1,120 33
経常利益 499 558 59
当期純利益 268 314 46

9.27% 9.65% 0.38%
6.29% 6.77% 0.48%

自己資本比率
TierⅠ比率

（連単倍率：（連単倍率：1.031.03倍）倍）

住宅金融･消費者金融保証ふくぎん保証㈱

ソフトウェア開発業務福岡コンピューターサービス㈱

クレジットカード業務等㈱福岡カード　　　　　　　
（2005年8月銀行本体と合併）

事務代行業等福銀事務サービス㈱

債権回収･事業再生支援ふくおか債権回収㈱

不動産評価管理業務福銀不動産調査㈱

証券会社前田証券㈱　＜持分法適用会社＞

人材派遣業務等福銀オフィスサービス㈱



3

【単体】 FY2005 FY2006 前年比
業務粗利益 1,283 1,294 11
資金利益 1,039 1,046 7
国内部門 970 1,001 31
国際部門 68 44 ▲ 24
役務取引等利益 215 216 1
特定取引利益 15 18 3
その他業務利益 15 15 0
経費 ▲ 699 ▲ 696 3

584 600 16
543 520 ▲ 23
302 300 ▲ 2

▲ 35 ▲ 60 ▲ 25

7.9% 6.9% -1.0%
54.5% 53.8% -0.7%

ROE
OHR

信用コスト

コア業務純益
経常利益
当期純利益

n 2006年度コア業務純益予想：600億円
n 2006年度当期純利益予想：300億円（年間信用コスト予想：60億円）
n 貸出金計画：52,265億円（前年比+1951億円、年率3.9%・除く政府向け）

n 2006年度コア業務純益予想：600億円
n 2006年度当期純利益予想：300億円（年間信用コスト予想：60億円）
n 貸出金計画：52,265億円（前年比+1951億円、年率3.9%・除く政府向け）

30,822 31,828 32,607

12,798
13,369

14,418

4,433
5,117

5,241

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

FY04 FY05 FY06計画

公金貸出金公金貸出金

法人貸出金法人貸出金

個人貸出金個人貸出金

48,053
50,314

計画計画
52,26552,265

国内貸出金計画国内貸出金計画

20062006年度業績予想年度業績予想
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当期利益当期利益
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FY2005

FY2002

▲250

信用コスト信用コスト
▲35

75
302

コア業純コア業純

•ソリューション営業
•地区戦略
•利回り面では苦戦
•個人ローン増強

基本方針：「拡大均衡の持続」
インカム、リスク、コスト・リソースをバランスよく均衡させながら成長を持続

n 『新世紀プランⅡ』の基本方針「拡大均衡の持続」を具現化
n 非金利収益増強と経費削減主導によるトップラインの積み上げ
n 『新世紀プランⅡ』の基本方針「拡大均衡の持続」を具現化
n 非金利収益増強と経費削減主導によるトップラインの積み上げ

•店頭販売力強化（資産運用商品拡販）
•法人役務増強（ノンリコ・シローン等）
•デリバ販売強化

• 不良債権の前倒処理
（オフバラ化）

•

戦
略
リ
ス
ー
ス
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
継
続

『新世紀プランⅡ』の総括①『新世紀プランⅡ』の総括①
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業務粗利益

コア業務純益

経常収益

経常利益

当期利益

貸出金

預金

資本

新世紀プランⅡ発射台
新世紀プランⅡ最終年度
中計2006最終年度

1,2471,247

515515

1,5991,599

151151
7575

3,1303,130

59,65959,659

49,78249,782

1,2831,283

584584

1,6631,663

543543

30230251,08051,080

66,02166,021

3,9883,988

1,3981,398

700 （800）700 （800）

1,8001,800

613613

当期利益

350 （400）350 （400）

56,70056,700

72,57072,570

5,1455,145

金利上昇

シナリオ

金利横這

シナリオ

新中計最終

年度経営指標

1％台 　不良債権比率

8％7％ROE

400億円350億円当期利益

800億円700億円コア業務純益

3年連続最高益更新経常利益

新世紀プランⅡの業績結果

3年連続最高益更新当期利益

5年連続最高益更新コア業純

2年連続最高益更新業務粗利益

2年連続の増収経常収益

中計（NCD含む）

『新世紀プランⅡ』の総括②『新世紀プランⅡ』の総括②
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中計中計20062006の施策展開（地域貢献ファンドの取組み）の施策展開（地域貢献ファンドの取組み）

n ファンドを通して地元企業の成長を支援
n 当行や商社、大学、行政がサポート
n ファンドを通して地元企業の成長を支援
n 当行や商社、大学、行政がサポート

地域貢献ファンドのスキーム

出口：企業価値向上

地域貢献ファンド
（Mother Fund）

ファンド運営会社
「福岡ｷｬﾋﾟﾀﾙﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ」

Baby FundBaby Fund

九州地域

アドバイザリーボード
（外部有識者・専門家を招聘）

福岡銀行との融資取引

企業
価値
向上

出資ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ
p福岡銀行
p戦略的パートナー
（地元企業・大手商社）

（株主）

ファンド運営（助言）ファンド運営（助言）
運営委託料

会社設立

匿名組合出資

投資資産
Baby Fund
に対する出資、
匿名組合出資

配当出資

ﾍﾞﾝﾁｬｰ投資SPCﾍﾞﾝﾁｬｰ投資SPC 債権投資SPC債権投資SPC 事業投資SPC事業投資SPC

不動産投資SPC不動産投資SPC 知財投資SPC知財投資SPC その他投資SPCその他投資SPC

A社

ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業

B社

ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業

C社

事業会社

D社

不動産事業

資産・事業の切り出し

匿名組合出資

（投資家）

福岡銀行グループ 専門家（商社・大学・行政）

サポート
•専門家ﾈｯﾄﾜｰｸ
•事業再生ﾉｳﾊｳ
•案件発掘

•情報戦略
•人材派遣
•融資、投資

•大手商社による商流創出
•産学官連携（大学・行政）

•株式公開
•M&A
•不動産売却（REIT等）

u機関投資家
u地元企業
u大手商社
u福岡銀行配当
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コーポレートガバナンス改革コーポレートガバナンス改革
n 経営機構改革：経営の意思決定・監督機能の充実、経営機能の明確化
n 役員報酬制度改革：業績との連動性、株主還元との整合性を強化
n 経営機構改革：経営の意思決定・監督機能の充実、経営機能の明確化
n 役員報酬制度改革：業績との連動性、株主還元との整合性を強化

経営機構
改革

役員報酬
制度改革

取締役会
改革

執行役員制の導入

定員削減
（20名→12名）

社外取締役の選定

任期短縮
（２年→１年）

退職慰労金制度の廃止

業績連動型報酬の導入

コーポレートガバナンス改革（06/3期株主総会の承認を得て実施）コーポレートガバナンス改革（コーポレートガバナンス改革（06/306/3期株主総会の承認を得て実施）期株主総会の承認を得て実施）

取締役会（意思決定）

経営（業務執行）

選定・監督

監査役
（常勤）

社外監査役

社外取締役

執行役員

社内取締役
（執行役員兼務）

【凡例】
監査役会

監査

株
主
総
会

選定

選定

ｱｶｳﾝﾀ
ﾋﾞﾘﾃｨ

固定
報酬

役員
賞与

退職
慰労金

固定報酬
業績連動型
報酬

改革後の報酬制度現状の報酬制度

新しい経営機構
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2,001

3,038

2,628

2,156

2,796

2,201

2,367

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

配当政策配当政策
n 自己資本の着実な積み上げにより、1株当たり配当金を8円へ増配（2期連続）
n 中計2006では、当期利益の水準に応じて段階的に支払う業績連動配当を実施予定
n 自己資本の着実な積み上げにより、1株当たり配当金を8円へ増配（2期連続）
n 中計2006では、当期利益の水準に応じて段階的に支払う業績連動配当を実施予定

00/3

（億円）

自己資本（単体TierⅠ）の回復自己資本（単体自己資本（単体TierTierⅠ）Ⅰ）の回復の回復

01/3 02/3 03/3 04/3 05/3 06/3 07/3
予想
08/3
予想
09/3
予想

5円

7円

8円

5円 5円 5円 5円

1株配当金1株配当金

各指標の推移各指標の推移各指標の推移

中計2006の株主還元策中計中計20062006の株主還元策の株主還元策

FY00 FY01 FY02 FY03 FY04 FY05

当期利益 （億円） ▲ 768 184 75 197 271 302

発行済株式 （百万株） 635 635 634 634 635 670

1株当り配当 （円） 5 5 5 5 7 8

期末株価 （円） 545 431 442 520 673 993

EPS （円） ▲ 121 29 12 31 43 47

PER （倍） ▲ 4.5 14.9 37.4 16.7 15.8 21.2

PBR （倍） 1.2 0.9 0.9 1.0 1.2 1.7

※発行済株式数には自己株式を除いている

① 業績連動配当の導入
　・当期利益の水準に応じて段階的に設定

② 株主還元比率30％以上
※ 事業展開やリスク環境等により変更することがある

単体当期利益水準 配当金目安

～250億円以下 7円～

250億円～300億円以下 8円～

300億円～350億円以下 9円～

350億円～400億円以下 10円～

400億円～450億円以下 11円～

450億円～ 12円～
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熊本ファミリー銀行との経営統合に向けて熊本ファミリー銀行との経営統合に向けて　　マクロポテンシャルマクロポテンシャル

n 熊本県は九州第2のマーケット
n 福岡県、熊本県で九州全体の5割強を占める
n 熊本県は九州第2のマーケット
n 福岡県、熊本県で九州全体の5割強を占める

事業所数（2001年）事業所数事業所数 （（20012001年）年） 商業販売額（2002年）商業販売額商業販売額（（20022002年）年） 貸出金残高（2006年）貸出金残高貸出金残高（（20062006年）年）

　出所：九州ﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ2006（西日本新聞社）、日本銀行金融経済統計
※預金残高・貸出金残高は国内銀行勘定ベース

人　口 （2005年）人　口人　口 （（20052005年）年） 県内総生産（2002年度）県内総生産県内総生産 （（20022002年度）年度） 預金残高 （2006年）預金残高預金残高 （（20062006年）年）

大分
9.1%

佐賀
6.5%

宮崎
8.7%

鹿児島
13.1%

長崎
11.2%

13.4
百万人

福岡県
37.4％

熊本県
13.9％

長崎
10.1%

鹿児島
12.1%

宮崎
8.0%

佐賀
6.5%

大分
9.9%

福岡県
40.2％

熊本県
13.3％

大分
8.8%

佐賀
5.6%

宮崎
6.1%

鹿児島
9.5%

長崎
11.2%

福岡県
46.0％

熊本県
12.8％

大分
9.8%

佐賀
6.7%

宮崎
9.2%

鹿児島
13.6%

長崎
11.4%

福岡県
36.3％

熊本県
13.0％

大分
6.6%

佐賀
4.6%

宮崎
6.6%

鹿児島
10.5%

長崎
8.0%

福岡県
53.6％

熊本県
10.2％

大分
8.2%

佐賀
4.4%

宮崎
5.8%

鹿児島
9.4%

長崎
10.3%

福岡県
51.2％

熊本県
10.8％

43.2
兆円

36.4
兆円

668
千先

41.1
兆円

25.8
兆円
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　熊本ファミリー銀行　熊本ファミリー銀行

n リテール顧客を中心に熊本県内で高いプレゼンスを有する
n 当行のノウハウと熊本ファミリーのリレーションを駆使し、協調営業を展開する
n リテール顧客を中心に熊本県内で高いプレゼンスを有する
n 当行のノウハウと熊本ファミリーのリレーションを駆使し、協調営業を展開する

セ
グ
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ト
別
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業

セ
グ
メ
ン
ト
別
協
調
営
業

セ
グ
メ
ン
ト
別
協
調
営
業

　福岡銀行　福岡銀行

大・中堅大・中堅

中小
零細
中小
零細

個人個人

労金農協

11%

大手行

6%

信金・

信組

13%

その他

8%
その他

3%

労金農協

12%

大手行

5%

信金・

信組

8%

郵貯
30%

熊本県内貸出シェア（05年3月末）

【熊本ファミリー銀行のプレゼンス】

県内貸出：3.6兆円 県内預金：9.3兆円

熊本県内預金シェア（05年3月末）

熊本ﾌｧﾐﾘｰ銀行
21％

肥後銀行
41％

熊本ﾌｧﾐﾘｰ銀行
11％

肥後銀行
31％

熊本ファミリー銀行の営業基盤

支店網（出張所含む） 77店舗
ATM網（コンビニ除く） 154拠点
人　員 1,121名

貸出金末残（単体） 10,068億円
中小企業等貸出比率 93.5%
貸出利回り 2.89%

預金末残（単体） 12,058億円
個人預金平残（単体） 8,674億円

lソリューションメニューの共同展開
・ノンリコ、協調融資、医療業、地公体等

lソリューションメニューの共同展開
・ノンリコ、協調融資、医療業、地公体等

l新規マーケットの開拓
・大･中堅企業及び地公体との取引拡大
l新規マーケットの開拓
・大･中堅企業及び地公体との取引拡大

l得意分野の先鋭化（県内シェアの拡大）
・ Face-to-Faceの木目細やかな営業展開
l得意分野の先鋭化（県内シェアの拡大）
・ Face-to-Faceの木目細やかな営業展開

l非金利収益の拡大（資産運用・デリバ）
・個人相談業務の強化

l非金利収益の拡大（資産運用・デリバ）
・個人相談業務の強化

【営業ノウハウの活用】

l営業商品・販売体制の共有化
・スコアリング商品、デリバ商品

l営業商品・販売体制の共有化
・スコアリング商品、デリバ商品

l個人相談業務の共同展開
・資産運用商品、デリバ商品

l個人相談業務の共同展開
・資産運用商品、デリバ商品

【県内リレーションの活用】

・各セグメントの
専門家を派遣

・販売商品強化

・営業体制強化

・各セグメントの
専門家を派遣

・販売商品強化

・営業体制強化

人財交流人財交流

（2006年3月末）

（出所：金融ジャーナル）

熊本ファミリー銀行との経営統合に向けて熊本ファミリー銀行との経営統合に向けて　　マーケットプレゼンスマーケットプレゼンス
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『営業ネットワークの拡大』

Ø福岡県内の更なる深堀
　→県内貸出シェア30%

Ø広域展開（九州他県への進出）
　→熊本ファミリー銀行との
　　経営統合に向けた検討開始
　→九州営業本部設置
　　九州県外支店への人員配置
　　

『営業ネットワークの拡大』

Ø福岡県内の更なる深堀
　→県内貸出シェア30%

Ø広域展開（九州他県への進出）
　→熊本ファミリー銀行との
　　経営統合に向けた検討開始
　→九州営業本部設置
　　九州県外支店への人員配置
　　

n 当行の優位性を維持し、新しいビジネスモデルを確立する
n 営業ネットワーク拡大を企図し、県内の深堀と同時に九州他県への進出を進める
n 当行の優位性を維持し、新しいビジネスモデルを確立する
n 営業ネットワーク拡大を企図し、県内の深堀と同時に九州他県への進出を進める

　『ローンポート再構築』
中小企業貸出増強
消費性ﾌｧｲﾅﾝｽ
ｶｰﾄﾞﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ
　『フィービジネス強化』
投資銀行業務
ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ

　『ローンポート再構築』
中小企業貸出増強
消費性ﾌｧｲﾅﾝｽ
ｶｰﾄﾞﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ
　『フィービジネス強化』
投資銀行業務
ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ

『福岡県における圧倒的な
　　　　　　　　顧客基盤とブランド』

Ø福岡県内への深堀
　（県内への人員シフト）
　→県内貸出トップシェア26% 
　→県内預金トップシェア20%

Ø167ヶ店の店舗網
Ø多様なチャネル

『福岡県における圧倒的な
　　　　　　　　顧客基盤とブランド』

Ø福岡県内への深堀
　（県内への人員シフト）
　→県内貸出トップシェア26% 
　→県内預金トップシェア20%

Ø167ヶ店の店舗網
Ø多様なチャネル

当行の優位性当行の優位性当行の優位性

営
業
基
盤

ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル

中期的な成長戦略中期的な成長戦略中期的な成長戦略

『先進的な経営手法の展開』

Ø不良債権処理の早期実現
　→攻めの営業へ展開
Ø経費効率の向上
　→広島銀行とのｼｽﾃﾑ共同化
Ø積極的な営業展開
　→ソリューション営業

『先進的な経営手法の展開』

Ø不良債権処理の早期実現
　→攻めの営業へ展開
Ø経費効率の向上
　→広島銀行とのｼｽﾃﾑ共同化
Ø積極的な営業展開
　→ソリューション営業

消費性ﾛｰﾝ・ｶｰﾄﾞ
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

富裕者層営業
（ＰＢ）

店頭相談営業

市場型間接金融

投資銀行業務
ｺﾝｻﾙ営業
前田証券

ﾘﾃｰﾙ営業
（個人渉外営業）

ﾘﾓｰﾄ営業
中核法人営業

商業銀行業務

投資銀行業務

大
企
業

個
　
人

熊本ファミリー銀行との経営統合に向けて熊本ファミリー銀行との経営統合に向けて　成長戦略の位置づけ　成長戦略の位置づけ
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n 5月22日に統合準備委員会を発足させ、経営統合に向けた検討を開始した
n 2007年春を目処に、持株会社方式での経営統合を目指す
n 5月22日に統合準備委員会を発足させ、経営統合に向けた検討を開始した
n 2007年春を目処に、持株会社方式での経営統合を目指す

統合準備委員会を中心に
経営統合に向けた検討を開始

統合準備委員会統合準備委員会
（（55月月2222日発足）日発足）

統合準備事務局統合準備事務局

全体調整・管理

総合企画ＷＧ総合企画ＷＧ
•経営統合全般
•基本戦略策定

営業戦略ＷＧ営業戦略ＷＧ

•営業の共同展開

リスク管理ＷＧリスク管理ＷＧ
•信用リスク
•事業再生共同化

事務・ＩＴ事務・ＩＴ ＷＧＷＧ

•事務共同化

委
員
会
メ
ン
バ
ー
を
責
任
者
と
し
両
行
所
管
部
で
構
成

目指す銀行像目指す銀行像

基本方針基本方針

ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル

ブランドブランド

経営・従業員経営・従業員

資　本資　本

収益
シナジー
収益
シナジー

コストコスト

事業再生事業再生

持株会社（案）持株会社（案）

『熊本県内制圧』→県内トップ
n 不良債権問題の終結
n 中小企業取引・個人取引拡大
n 公的資金の返済

『期待を超える銀行』 『地域になくてはならない銀行』

『福岡県内制圧』→地銀トップ
n 顧客基盤の拡大
n サービス品質の向上
n 経営資源の活用

ふくぎんブランド 熊本ファミリーブランド

独自の銀行・人事制度 独自の銀行・人事制度

共通の資本基盤 （公的資金の買取）

ガバナンスの共通化
リスク管理の共通化
ｸﾞﾙｰﾌﾟﾌﾞﾗﾝﾄﾞ構築

◎

サービサー活用、早期健全化支援

法人・個人営業の協調戦線
n 各種ソリューションメニュー
n ｽｺｱﾘﾝｸﾞ商品、資産運用商品

『不良債権問題の終結』

『熊本県内シェアの拡大』

n リテール中心の顧客層

『コストシナジーの共有』ＡＴＭ相互無料開放・業務効率化

相互提供相互提供

◎

2007年春

熊本ファミリー銀行との経営統合に向けて熊本ファミリー銀行との経営統合に向けて　今後の方向性　今後の方向性
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PartⅠ　決算関連計数

• 業績サマリー

• トップラインの増加要因

• 国内資金利益

• 市場金利上昇の影響

• 不良債権の状況

• 信用コスト

• 不良債権のオフバランス化

• オフバランス化の影響

• 債務者区分遷移

• 引当・保全状況

• 自己資本の状況

• 資本配賦

PartⅡ　営業関連指標

• セグメント別・地区別貸出金の状況

• 貸出金利回り

• 預金・NCDの状況

• 資産運用商品

• 県内マーケットシェアの状況

• 有価証券

• セグメント別損益分析

• 貸出ポートフォリオ（RAROA）

PartⅢ　2006年度計画

• トップラインの積上げ計画

• 国内貸出金計画

• 非金利収益の計画

• 経費計画

• 営業面の計数目標

PartⅣ　中期経営計画2006

• 期待を超える銀行

• 中期経営計画2006の方向性

• 戦略・施策体系および経営指標

PartⅤ　マクロ経済指標

• 九州・福岡のマクロ環境

• 九州・福岡の経済成長率

• 福岡経済のトピックス①（地価動向）

• 福岡経済のトピックス②（人口増加）

• 生産・貿易

• 設備投資・企業景況

• 消費・投資活動

• 企業倒産・雇用・金融

（p.15～p.16）

（p.17）

（p.18）

（p.19）

（p.20）

（p.21）

（p.22）

（p.23）

（p.24～p.25）

（p.26）

（p.27）

（p.28）

（p.30～p.31）

（p.32）

（p.33）

（p.34）

（p.35～p.36）

（p.37）

（p.38～p.39）

（p.40）

（p.42）

（p.43）

（p.44）

（p.45）

（p.46～p.47）

（p.49）

（p.50）

（p.51）

（p.53）

（p.54）

（p.55）

（p.56）

（p.57）

（p.58）

（p.59）

（p.60）

参考資料（目次）参考資料（目次）
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PartⅠ

PartⅠPartPartⅠⅠ
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業績サマリー（損益）業績サマリー（損益）

経常収益・経常利益・当期純利益の推移経常収益・経常利益・当期純利益の推移経常収益・経常利益・当期純利益の推移

1,599 1,571 1,604

75

197
271 302

1,663

151

412

517 543

0

500

1,000

1,500

2,000

FY2002 FY2003 FY2004 FY2005

（億円）

1,643 1,618 1,656

77

199
268

314

1,719

161

418
499

558

0

500

1,000

1,500

2,000

FY2002 FY2003 FY2004 FY2005

（億円） 連結連結単体単体

経常収益 経常利益 当期純利益

l経常利益・当期純利益：3年連続過去最高
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業績サマリー（収益指標）業績サマリー（収益指標）

コア業務純益・当期純利益・信用コストの推移コア業務純益・当期純利益・信用コストの推移 lコア業務純益：5年連続過去最高
l当期純利益：3年連続過去最高

515
549

578

75

197

271
302

250

114
63

35

584

2.5%

6.0%

7.9%7.7%

0

100

200

300

400

500

600

700

FY2002 FY2003 FY2004 FY2005

（億円）

0%

1%

2%

3%

4%

5%

6%

7%

8%

9%

10%
コア業務純益 当期純利益 信用コスト ROE
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トップラインの増加要因トップラインの増加要因
コア業務純益（億円）コア業務純益（億円）

l国内資金利益+14億円、役務等+27を主因にトップライン積上げ

549

584
FY2003

l

国
際
部
門

l

経
費
削
減

l

国
内
有
証
部
門

l

国
際
部
門

l

役
務･

デ
リ
バ
等
増
強

l

経
費
削
減

l

国
内
有
証
部
門

578

FY2004
FY2005

過去最高

l

貸
出
金
（
正
常
先
）

l

調
達
等

l

貸
出
金
（
要
注
意
以
下
）

l
貸
出
金
（
正
常
先
）

l

調
達
等l

貸
出
金
（
要
注
意
以
下
）

国内資金利益+14

国内資金利益+9

▲125

l

役
務･

デ
リ
バ
等
増
強

8

13

16▲28 ▲13
22
11

▲23
▲1527

▲3
27
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国内資金利益国内資金利益
n 国内資金利益：970億円（前年比+14億円）
n 貸出金利息収入：917億円（前年比▲18億円）、有価証券利息：117億円
n 国内資金利益：970億円（前年比+14億円）
n 貸出金利息収入：917億円（前年比▲18億円）、有価証券利息：117億円

980
947 956 970

0

200

400

600

800

1,000

1,200

FY2002 FY2003 FY2004 FY2005

（億円）

982 950 935 917

97
84 90 117

0

200

400

600

800

1,000

1,200

FY2002 FY2003 FY2004 FY2005

（億円）
国内資金利益の推移国内資金利益の推移 貸出金利息と有価証券利息の推移貸出金利息と有価証券利息の推移

貸出金利息

有価証券利息
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-50

0

50

100

FY06 FY07 FY08

-50

0

50

100

FY06 FY07 FY08

市場金利上昇の影響（国内資金利益）市場金利上昇の影響（国内資金利益）
n 金利上昇は銀行収益にはプラス（ベアフラット・スティープニングはプラス）
n イールドカーブの状況によって収益影響額が変動（フラットニングはマイナス）
n 金利上昇は銀行収益にはプラス（ベアフラット・スティープニングはプラス）
n イールドカーブの状況によって収益影響額が変動（フラットニングはマイナス）

シナリオ1（ベアフラット）シナリオ1（ベアフラット） シナリオ2（フラットニング）シナリオ2（フラットニング） シナリオ3（スティープニング）シナリオ3（スティープニング）
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国
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イ
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▲̃0.75%

＋1%＋1%

＋0.5%
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金利横ばい比

（億円）

•短プラ追随率50%
•普通預金感応度30%
•定期預金感応度60%

金利横ばい比

（億円）

•短プラ追随率50%
•普通預金感応度30%
•定期預金感応度60%

金利横ばい比

（億円）

•短プラ追随率50%
•普通預金感応度30%
•定期預金感応度60%
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不良債権の状況不良債権の状況

開示不良債権額・不良債権比率の推移開示不良債権額・不良債権比率の推移

l06年3月末の開示不良債権残高は1,479億円、不良債権比率は2.9%（部直後2.6%）
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1,389億円
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部直後
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2.7％
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信用コスト信用コスト

信用コストの推移信用コストの推移信用コストの推移 lFY05の信用コスト35億円（前年比▲29）

※DCF対象先拡大　　①与信残高30億円以上または保全不足額10億円以上→与信残高10億円以上
　　　　　　　　　　 ②要管理先→要注意先のうち格付低ランク先（要注意先の格付は2段階有り、要管理先は低ランクの一部）

（億円）
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回収等

新規倒産

格付け変動

担保下落等

ＤＣＦ要因

114114億円億円
6363億円億円 3535億円億円

DCF
導入

7bp

51,150億円

13bp

50,529億円

12bp程度23bp50bp与信費用比率
（信用コスト／貸出金平残）

52,250億円50,027億円49,796億円貸出金平残

60億円

DCF
対象先
拡大②
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不良債権のオフバランス化不良債権のオフバランス化

開示不良債権オフバランス額の内訳開示不良債権オフバランス額の内訳
（億円）

550
345 335

127

295

188 134

408

554

88
82

20 8

53
29

86

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

FY2003 FY2004 FY2005 FY2006

ファンド売却

バルクセール

格上げ

債権放棄・DES等

回収等

ｻｰﾋﾞｻｰ売却

1,9341,934億円億円

776776億円億円

592592億円億円
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オフバランス化の影響オフバランス化の影響

開示不良債権のオフバランス化が貸出金平残・資金利益に与える影響額開示不良債権のオフバランス化が貸出金平残・資金利益に与える影響額

l 05年度の影響額概算：貸出金平残▲550億円　資金利益▲8億円　

▲ 450
（予想）

▲ 1,250

▲ 1,600

▲ 530

▲ 1,200

▲ 52

▲ 6

▲ 21

▲ 44

▲ 1,750

▲ 1,500

▲ 1,250

▲ 1,000

▲ 750

▲ 500

▲ 250

0
FY2002 FY2003 FY2004 FY2005 FY2006

▲ 70

▲ 60

▲ 50

▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

平残影響額（前年比：概算） 利益影響額（累計）

（利益：億円）（平残：億円）

（要注意以下では▲25）

前年比▲15

（要注意以下では▲31）

前年比▲23

（要注意以下では▲15）

前年比▲8

（要注意以下では▲22）

前年比▲6
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債務者区分遷移①債務者区分遷移①

要注意以下先増減（FY04）要注意以下先増減（FY04） 要注意以下先増減（FY05）要注意以下先増減（FY05）

945

81

▲ 968

▲ 253 ▲ 181

▲ 841

▲ 133

108 138

▲ 89 ▲ 13
▲ 63

-2,000

-1,500

-1,000

-500

0

500

1,000

要注意先 破綻懸念先 破綻・実質破綻
（億円）

前
年
度
末
残
高
を
起
点
と
し
た
増
減

格下流入計　1,190

回収･バルク
1,402

正常先へ格上：855

上位からの格下流入 下位からの格上流入
回収･バルク等による残高減 上位への格上流出
下位への格下流出

前
年
度
末
残
高
を
起
点
と
し
た
増
減

1,077

▲ 809

▲ 113 ▲ 170

▲ 301

▲ 210

212 101

40

2

▲ 44

▲ 4
▲ 21

-2,000

-1,500

-1,000

-500

0

500

1,000

要注意先 破綻懸念先 破綻・実質破綻
（億円）

格下流入計　1,390

回収･バルク
1,092

正常先へ格上：307
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債務者区分遷移②債務者区分遷移②

債務者区分の移動状況（2005年3月末→2006年3月末）債務者区分の移動状況（2005年3月末→2006年3月末）

※与信残高 ＝ 貸出金 ＋ 支払承諾 ＋ 外国為替 ＋未収利息 ＋ 与信関連仮払金

（単位：億円）

要管理先
要管理以外
の要注意先

86 → 55 ▲ 31

281 → 11 127 2 0 2 ▲ 139

553 → 5 16 376 19 21 4 ▲ 113

要管理先 1,058 → 2 14 117 531 192 0 ▲ 202

要管理以外の要注意先 4,297 → 3 18 57 139 3,174 301 ▲ 607

44,872 → 12 31 38 62 1,015 45,492

51,148 88 207 589 751 4,401 45,799 ▲ 1,092

０5年３月末
債務者区分別残高

正常先

正  常  先

要注意先

合       計

回収・
バルク等

要
注
意
先

破綻懸念先

破  綻  先

実質破綻先

破綻懸念先

０６年３月末債務者区分  （合計 51,834億円）

破綻先 実質破綻先
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引当・保全状況引当・保全状況

要注意先以下の引当・保全状況要注意先以下の引当・保全状況 l金融再生法開示債権の保全率：81.7％

債権額に対する ｱﾝｶﾊﾞｰに対する 保全率

引当率 うち 引当率 うち B+D
D/A DCF先 D/C DCF先 A

(61.6%) (100%) (100%)

56.5% 100% 100%

(35.6%) (69.4%) (80.0%) (96.0%) (91.1%)

35.0% 69.4% 78.1% 95.7% 90.2%

(37.6%) (45.6%) (48.5%) (51.0%) (60.0%)

34.6% 40.6% 49.2% 54.3% 64.3%

(41.8%) (55.1%) (68.2%) (66.7%) (80.5%)

39.1% 50.4% 68.2% 68.1% 81.7%

要管理債権以外 (1.5%) (8.6%) (4.0%) (29.0%) (63.1%)

の要注意先債権 2.5% 10.4% 6.1% 24.8% 61.7%

(5.8%) (23.9%) (13.6%) (44.0%) (62.8%)

6.2% 23.9% 14.0% 42.2% 62.0%

(11.7%) (33.7%) (26.5%) (57.9%) (67.5%)

11.5% 32.4% 25.5% 54.4% 66.6%

4,557

破綻先

実質破綻先

88

207

6,035
要注意先以下
の合計

担保
保証
B

325

177

630

2,697

2,874

破綻懸念先

要管理債権

3,327

ｱﾝｶﾊﾞｰ
C
=A-B

264

418

848

1,859

2,277

2,708 691

開示債権合計 1,479

128 166

206

578

113

318

206

－ －

5,152

債務者区分
残高
A

166

引当金
D

要注意先　合計

589

595

単位：億円2006年3月期 （ ）内は2005年9月末実績
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自己資本の状況自己資本の状況

自己資本比率・TierⅠ比率（連結）自己資本比率・自己資本比率・TierTierⅠⅠ比率（連結）比率（連結）

10.68 10.70
10.46

9.44 9.47
9.27

9.65

5.60
5.99

6.29

6.77

10.49

4

6

8

10

12

03/3末 04/3末 05/3末 06/3末

（％）

3,763
3,904

647
431

3,737

4,367

2,201
2,367

3,038

2,628

309

867

10.2%

16.4%27.3%

39.4%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

03/3末 04/3末 05/3末 06/3末
0

20

40

60

80

100
(億円） （％）

※ 繰延税金資産額 ＝ 繰延税金資産純額 ＋ その他有価証券評価差額

1,535
1,396

1,275

1,329

TierⅠ比率

自己資本比率

国際基準を適用したケース

TierⅠ

　繰税対
TierⅠ比率

自己資本

（繰税額）

TierⅠ

　TierⅡ
（含む控除）

（18）

（627）
（336）

（100）

（14.2%） （3.8%）

（0.6%）

（28.5%）

※ （　）内は繰延税金資産純額ベース

自己資本と繰延税金資産（単体）自己資本と繰延税金資産（単体）自己資本と繰延税金資産（単体）
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1,882

558

70
180

3,038

1,324

250

1,156

232

265

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

（億円）

資本配賦資本配賦

リスク資本の状況と資本配賦リスク資本の状況と資本配賦

lFY06の資本配賦額は1,324億円　（06/3月末のリスク量：997億円）

TierⅠ
（単体）

2006年３月末
実績

自己資本比
率4%に必要
なTierⅠ額

配賦可
能資本 配賦

資本

2006年３月末 非上場・出資金（残高割）

オペリスク（バーゼルⅡ粗利益配分手法）

価格変動リスク（保有期間3ヶ月、信頼区間99%）

金利リスク（保有期間1ヶ月、信頼区間99％）

信用リスク（保有期間１年・信頼区間99％）

営業部門
市場
ALM部

国際部門 本部 合計

信用リスク 340 340

金利リスク 260 60 320

価格変動リスク 54 300 354

オペリスク 200 200

非上場・出資金等 110 110

合計 340 314 60 610 1,324

バッファー：新たな戦略展開のための資本、計量化困難な
　　　　　　リスク（風評リスク等）のための資本　等

FY2006配賦額

997

nFY06の資本配賦（リスク別・部門別内訳）
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PartⅡ

PartⅡPartPartⅡⅡ
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セグメント別・地区別貸出金の状況（平残）セグメント別・地区別貸出金の状況（平残）

セグメント別貸出金の推移セグメント別貸出金の推移セグメント別貸出金の推移

l全セグメントで貸出金増加　　　　　　
　FY05：51,080億円（前年比+588）

25,153 23,873 23,720 23,419

12,367

3,970 4,239 4,403 4,897
2,853 2,903 2,981 3,302

7,098 7,553 7,501 7,095

10,709 11,438 11,888

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

FY2002 FY2003 FY2004 FY2005

県内法人 県内個人 県内公共公社 県外･九州 県外･本州

(億円）

＋455

＋50

＋269

＋729

▲1,280

＋221

▲52

＋78

+164

＋450

▲153

＋488
＋587

▲406

＋321

＋494

＋479

▲301

31,142 30,214 30,822 31,828

11,310 12,215 12,798 13,369

4,061 4,301
4,433

5,1173,269 3,274 2,439
767

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

FY2002 FY2003 FY2004 FY2005

法人貸出金 個人貸出金 公共公社 政府向け

(億円）

＋241

＋905

▲928

＋222

▲835

＋583

＋608

＋488

＋132

＋5

＋588

＋1,006

＋571

＋684

▲1,672

地区別貸出金の推移地区別貸出金の推移地区別貸出金の推移

l県内貸出金増加　　　　　　　　　　　
　FY05：40,683億円（前年比+672）

40,683

単体単体

バルク回収要因
約1,600億円

バルク回収要因
約1,250億円

バルク回収要因
約550億円

バルク回収要因
約1,600億円

バルク回収要因
約1,250億円

バルク回収要因
約550億円

51,08050,49250,00449,78251,08050,49250,00449,782
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セグメント別貸出金（平残）セグメント別貸出金（平残）

法人貸出金法人貸出金

l31,828億円（前年比+1,006）

個人貸出金個人貸出金

単体単体

350

925

1,951

2 ,797

3 ,269

3 ,275

2 ,440 767

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

FY02 FY03 FY04 FY05

市場型間接金融 政府向け

（億円）

7,790
8,845

10,462

3,520

3,370
3,127

2,907

9,671

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

FY02 FY03 FY04 FY05

住宅ローン 消費性ローン等

（億円）

20,907 19,738 20,307
21,243

3,272
3,031 2,771

2,683

6,964
7,446 7,743

7,902

0

10,000

20,000

30,000

FY02 FY03 FY04 FY05

中小企業 中堅企業 大企業

（億円）

31,145 30,214 30,822 3,619 4,200 4,39131,828

政府向・市場型間接金融政府向・市場型間接金融

3,56411,310 12,215 12,798 13,369

l13,369億円（前年比+571）l3,564億円（前年比▲827）
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貸出金利回り貸出金利回り

セグメント別貸出利回りセグメント別貸出利回りセグメント別貸出利回り

l05下総貸出金利回り1.80%
l前期比+0.01%

単体単体

1.79 1.80

2.29
2.22

2.02 1.98

1.47 1.43

1.44

1.99 1.95 1.91 1.89 1.85 1.84

2.40
2.45

2.55
2.61

2.79
2.89

2.23 2.21 2.19 2.16 2.13 2.08

1.511.55
1.61

1.721.771.78

0.84
0.92

1.19

1.24

1.37

1.00
1.08

0.780.86
0.92

1.18
1.07

1.251.20

1.49

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

2.4

2.6

2.8

3.0

02/上 02/下 03/上 03/下 04/上 04/下 05/上 05/下

住宅ローン

中小企業

中堅企業

公共公社

大企業

1.94
1.90

2.25 2.24 2.23 2.20 2.20 2.18 2.15
2.11

1.51 1.48

1.24

1.14

1.982.002.02
2.082.102.12

1.55
1.59

1.65

1.76
1.81

1.84

1.67
1.62
1.59

1.331.34
1.43

0.9

1.2

1.5

1.8

2.1

2.4

2.7

02/上 02/下 03/上 03/下 04/上 04/下 05/上 05/下

県内中小企業

県内中堅企業

県内大企業

県内法人総貸出

県内法人貸出金利回り県内法人貸出金利回り
l05下県内中小企業利回り2.11%
l前期比▲0.04%
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預金・預金・NCDNCDの状況（平残）の状況（平残）

預金・NCD科目別平残預金・NCD科目別平残

l預金･NCD平残：66,021億円
l年率4.0%増

31,415 33,315
38,528

26,260 25,377
25,169

24,796

1,985 2,467
2,422

2,697

35,863

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

FY2002 FY2003 FY2004 FY2005

流動性預金 固定性預金 NCD

（億円）

4,571
4,307

4,514
4,983

45,32243,94442,63141,000

15,715
14,996

14,22114,088

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

FY2002 FY2003 FY2004 FY2005

個人 法人 公金等

（億円）

預金・NCDセグメント別平残預金・NCDセグメント別平残

単体単体

l個人預金平残：45,322億円
l年率3.1%増

66,02163,45361,15959,65966,02163,45361,15959,659
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資産運用商品資産運用商品

資産運用商品販売額資産運用商品販売額

l資産運用商品販売額：3,405億円
l店頭販売比率：49.4％

130

505 508
371

973

1,732

312

116

341

1,156

1,066

849

836

237

143

241

39.7%

50.7% 49.4%

15%程度

0

1,000

2,000

3,000

4,000

FY2002 FY2003 FY2004 FY2005

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

年金保険

投資信託

外貨預金

公共債

130
635

1,098906

1,120

1,422

265

328

448

378

648

1,564

2,510

1,551

2,339

269

4.0%

6.4%

10.3%

14.7%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

03/3末 04/3末 05/3末 06/3末

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

年金保険

投資信託

外貨預金

公共債

（億円） （億円）

1,336

1,826

2,949
4,532

2,731

1,679

個人預金に
対する割合
個人預金に
対する割合

店頭販売が
占める比率
(金額ﾍﾞｰｽ)

店頭販売が
占める比率
(金額ﾍﾞｰｽ)

個人預かり資産残高推移個人預かり資産残高推移

l個人預かり資産残高：6,669億円
l個人預金に対する割合：14.7%

3,405

6,669

単体単体
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県内マーケットシェアの状況①県内マーケットシェアの状況①

県内貸出金シェアの推移県内貸出金シェアの推移

l06/3月末：41,221億円（31.2%）

45,000

50,000

55,000

60,000

01/3末 01/9末 02/3末02/9末 03/3末 03/9末 04/3末 04/9末05/3末 05/9末 06/3末

32%

33%

34%

35%

36%

37%

当行県内預金残高 シェア

30,000

32,000

34,000

36,000

38,000

40,000

42,000

44,000

01/3末 01/9末 02/3末02/9末 03/3末 03/9末 04/3末 04/9末05/3末 05/9末 06/3末

25%

26%

27%

28%

29%

30%

31%

32%

当行県内貸出金残高 シェア

31.231.2％％ 36.936.9％％

（データ：日本銀行）

（億円）
（億円）

（全国銀行ベース）

県内預金シェアの推移県内預金シェアの推移

l06/3月末：61,230億円（36.9%）

単体単体
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県内貸出金シェアの推移県内貸出金シェアの推移
l県内貸出金シェア：26.7%（前年比+0.4%）

10%

12%

14%

16%

18%

20%

22%

24%

26%

28%

95/3末 96/3末 97/3末 98/3末 99/3末 00/3末 01/3末 02/3末 03/3末 04/3末 05/3末

福岡 西日本ｼﾃｨ 主要行 信金・信組・労金・農協

26.726.7％％

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

95/3末 96/3末 97/3末 98/3末 99/3末 00/3末 01/3末 02/3末 03/3末 04/3末 05/3末

福岡 西日本ｼﾃｨ 主要行 信金・信組・労金・農協 郵便貯金

21.021.0％％

県内預金シェアの推移県内預金シェアの推移

（データ：金融ジャーナル）
（全業態ベース）

l県内預金シェア：21.0%（前年比+0.7%）

単体単体

＊統合前の西日本ｼﾃｨは西日本銀行と福岡ｼﾃｨ銀行の合計

＊ ＊

県内マーケットシェアの状況②県内マーケットシェアの状況②
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有価証券有価証券

有価証券残高（時価あり）有価証券残高（時価あり）有価証券残高（時価あり）

l有価証券残高18,479億円（前年比+2,719）

1,347

5,032 4,621
5,063

6,178
6963,183 2,986

4,583

3,898 3,845

4,565

5,289

693 940 1,014

534753632

4,968

722

592

767
814

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

03/3末 04/3末 05/3末 06/3末
0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

（億円）（億円）

2.13
2.21

2.42
2.52

3.94

3.56

3.18

2.93

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

03/3末 04/3末 05/3末 06/3末

（年）

*外債等：外債4,849(+559)、信託受益権167(+65)、内外ﾌｧﾝﾄﾞ160(+72)、J-REIT62(+41)、再生ファンド50(+4)

**社債：公社公団債4,088(+47)、金融債347(+122)、銀行社債184（+103）、ABS253(+26)、その他社債97(+87)   (前年比)

地方債

国　債

＊外債等

株　式

＊＊社債

変動国債
1,192

変動国債
2,029

評価差額評価差額

外債外債13,438
13,146

15,760

円債円債

連結

デュレーション推移デュレーション推移デュレーション推移

l円債：2.52年、外債2.93年

変動国債
800

18,479

連結連結

変動国債
2,204
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セグメント別損益分析（法人）セグメント別損益分析（法人）

粗利益（資金利益＋役務収益）に占める経費、信用コスト、RAROA粗利益（資金利益＋役務収益）に占める経費、信用コスト、RAROA

0.60 0.62
0.61

0

50

100

150

200

250

300

350

400

FY2003 FY2004 FY2005

0.50

0.55

0.60

0.65

リスク・コスト控除後利益

信用コスト

経費

RAROA (%)
（億円）

0.480.49
0.50

0

50

100

150

200

250

FY2003 FY2004 FY2005
0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6
(%)

（億円）

経費

リスク・コスト控除後利益

信用コスト

RAROA

※信用コストは各期末時点の1年デフォルト率の平均により算出した予想損失額で、回収等による信用コストの戻りはカウントしていない

大・中堅・中小（大）大・中堅・中小（大） 中小零細・個人事業主中小零細・個人事業主

単体単体
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-0.42
-0.40 -0.40

-200

-150

-100

-50

0

50

100

150

FY2003 FY2004 FY2005

-0.5

-0.3
(%)

（億円）

コスト控除後利益

粗利益

経費

0.92

1.01 0.97

0

50

100

150

200

250

300

FY2003 FY2004 FY2005
0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2
(%)

（億円）

リスク・コスト控除後利益

信用コスト

経費

RAROA

※預金平残を分母としてRAROA算出

粗利益（資金利益＋役務収益）に占める経費、信用コスト、RAROA粗利益（資金利益＋役務収益）に占める経費、信用コスト、RAROA

個人債務者個人債務者 個人純預金者個人純預金者

単体単体セグメント別損益分析（個人）セグメント別損益分析（個人）
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貸出ポートフォリオ（貸出ポートフォリオ（RAROARAROA））

新世紀プランⅡ策定時（2002年度）新世紀プランⅡ策定時（2002年度）

<RAROA>0% 1%

その他要注意先

正常先債権

要管理以下

中小企業

住宅ローン

大・中堅企業

公金

政府向け

（平残:約49,800億円） （平残:約51,100億円）

優良資産
増強

不良債権
圧縮

RAROA
0.64%

〈平均〉

＜ﾎﾞﾘｭｰﾑ＞

その他個人・
消費性ローン等

<RAROA>0% 1%

その他要注意先

正常先債権

要管理以下

中小企業

住宅ローン

大・中堅企業

公金

政府向け

RAROA
0.45%

〈平均〉

＜ﾎﾞﾘｭｰﾑ＞

その他個人・
消費性ローン等

2005年度2005年度

5,200億円

5,100億円

7,800億円

2,400億円

7,900億円

14,000億円

2,900億円

4,400億円

3,700億円

9,800億円

2,500億円

10,500億円

16,400億円

800億円

5,100億円

2,300億円

単体単体
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PartPartⅢⅢ

PartⅢPartPartⅢⅢ
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トップラインの積上げ計画トップラインの積上げ計画

コア業務純益（億円）コア業務純益（億円） l国内資金利益増強を中心に600億円を計画

578

600FY2004

l

国
際
部
門

l

経
費
削
減

l

国
内
有
証
部
門

l

国
際
部
門

l

役
務･

デ
リ
バ
等
増
強

l

経
費
削
減

l

国
内
有
証
部
門

584

FY2005 FY2006

過去最高

l

貸
出
金
（
正
常
先
）

l

調
達
等
l

貸
出
金
（
要
注
意
以
下
）

l
貸
出
金
（
正
常
先
）

l
調
達
等

l

貸
出
金
（
要
注
意
以
下
）

国内資金利益+31国内資金利益+14

3
11

l

役
務･

デ
リ
バ
等
増
強

▲24

▲811 6▲125 ▲23
▲1527
▲3

27 17
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国内貸出金計画国内貸出金計画
貸出金平残（実績・計画）、年率の推移（除く政府向け）貸出金平残（実績・計画）、年率の推移（除く政府向け）貸出金平残（実績・計画）、年率の推移（除く政府向け）

l貸出金平残計画：52,265億円（前年比+1,951/年率3.9%）

30,214 30,822 31,828

12,215 12,798 13,369

4,301 4,433
5,117

32,607

14,418

5,241

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

FY03 FY04 FY05 FY06計画

3.9%4.7%2.8%0.5%

（億円）

年　率年　率

公金貸出金公金貸出金

法人貸出金法人貸出金

個人貸出金個人貸出金

前年比＋前年比＋124124（年率（年率2.4%2.4%））

前年比＋前年比＋1,0491,049（年率（年率7.8%7.8%））

前年比＋前年比＋779779（年率（年率2.4%2.4%））

住宅ローン　 ＋1,180

消費性ローン　 ＋30

その他個人貸出 ▲161

市場型･ﾉﾝﾘｺ　 ＋230

法人正常先　 ＋719

要注意先以下 　▲170

46,730 48,053
50,314

計画計画
52,26552,265

前年比＋前年比＋1,9511,951
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非金利収益の計画非金利収益の計画
非金利収益推移と業務粗利益に占める割合非金利収益推移と業務粗利益に占める割合非金利収益推移と業務粗利益に占める割合

l非金利収益計画：249億円（前年比+4億円）

183 192
215

5
14

15

14

14

1516.3

17.4

19.1 19.2

0

50

100

150

200

250

300

FY03 FY04 FY05 FY06計画

（億円）

5

10

15

20
(%)

203

220

245

計画計画
249249

特定取引利益

その他業務利益

役務取引等利益

業務粗利益に
占める割合 個

人
営
業
項
目

個
人
営
業
項
目

法
人
営
業
項
目

法
人
営
業
項
目

そ
の
他

そ
の
他

（億円）

非金利収益の主要項目非金利収益の主要項目

FY03 FY04 FY05
FY06
計画

投資信託 16 21 50 56

年金保険 18 17 14 14

公共債窓販 1 5 5 4

私募債 4 3 4 3

ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝ 1 3 2 4

M&A等ﾌｨｰ 1 1 1 2

ﾉﾝﾘｺ･流動化 1 4 3 3

内国為替 88 84 82 81

口座振替 33 34 36 36

CD・ATM 14 20 21 21

その他 23 28 27 25

合計 203 220 245 249
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経費計画経費計画

経費の計画経費の計画

l経費計画：696億円（前年比▲3億円）、OHR：53.8%

343 321 318

316 321 333

40 47

322

328

46 46

56.1%
54.2% 54.5% 53.8%

0

200

400

600

800

1,000

FY03 FY04 FY05 FY06計画
0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

税金

人件費

物件費

699
計画計画
696696687698

FY03 FY04 FY05
FY06
計画

給与・手当 271 255 257 260

退給費用 23 16 8 4

その他 49 50 53 59

小計 343 321 318 322

内部･渉外費 63 58 62 64

動不動産費 121 119 122 124

業務委託費 78 89 91 83

その他 39 40 43 41

小計 316 321 333 328

印紙税 17 18 18 17

消費税 11 12 13 14

その他 11 17 17 15

小計 40 46 47 46

698 687 699 696合計

人
件
費

物
件
費

税
金

経費の主要項目経費の主要項目
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営業面の計数目標①営業面の計数目標①
法人新規開拓額法人新規開拓額法人新規開拓額

l法人新規開拓額目標：1,800億円

0

100

200

300

400

500

600

FY03 FY04 FY05 FY06計画

1,800
1,500

1,700

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

FY03 FY04 FY05 FY06計画

スコアリングビジネスローン実行額スコアリングビジネスローン実行額スコアリングビジネスローン実行額

2,172

計画計画
1,8001,800

1,845
1,972

実績

実績

実績

計画
計画

計画

517 計画計画
500500

403

73

実績

実績

実績

lビジネスローン実行額目標：500億円
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営業面の計数目標②営業面の計数目標②
住宅ローン実行額計画住宅ローン実行額計画

l住宅ローン実行計画：2,200億円

505 508 371 400

836 973

1,732
1,900143

312

237

300

341

1,156

1,066

1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

FY03 FY04 FY05 FY06計画

（億円）

年金保険

投資信託

外貨預金

公共債

資産運用商品販売計画資産運用商品販売計画

l資産運用商品販売計画：3,600億円

1,382 1,357
1,588 1,500

700
687

430

521

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

FY03 FY04 FY05 FY06計画

（億円）

2,2002,275

1,787
1,903

3,600
3,405

2,949

1,826
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PartPartⅣⅣ

PartⅣPartPartⅣⅣ
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株株 主主

顧顧 客客

従業員従業員

ステークホルダー

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾊﾟｰﾄﾅｰﾋﾞｼﾞﾈｽﾊﾟｰﾄﾅｰ
ｱﾗｲｱﾝｽ企業ｱﾗｲｱﾝｽ企業

地域社会地域社会 利用者利用者

地域貢献 利用者満足

ネーミングネーミング

中期経営計画 2006
～期待を超える銀行に～

計画期間（計画期間（33年間）年間）

2006年4月～2009年3月
（平成18年4月～平成21年3月）

目指す銀行像目指す銀行像

『期待を超える銀行』

p ステークホルダーに対する価値創造

p 高い収益力、健全性確保

p 営業・経営管理におけるベストプラ
クティスの追求

p 高い企業価値の実現

サービス品質向上
（質の高い金融サービス）

ふくぎんの企業価値ふくぎんの企業価値

働きがい
自己実現

株主価値向上
健全性・収益力

『期待を超える銀行』とは『期待を超える銀行』とは

期待を超える銀行期待を超える銀行
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『期待を超える銀行』『期待を超える銀行』

３年後の到達点３年後の到達点
顧客基盤の拡大顧客基盤の拡大

中小企業・個人取引の大躍進中小企業・個人取引の大躍進

苦情トラブル苦情トラブル““ゼロゼロ””の実現の実現

““人財のふくぎん人財のふくぎん””の実感の実感

ü 自律的に人が育つ組織風土の
確立

ü 倫理的な価値観の透徹・浸透
ü 地銀屈指のプロ集団

ü 最も好感が持てる対応
ü 利用者にわかりやすい説明
ü 最も安心な事務・システム

ü 中小企業等貸出金４兆円
ü 店周営業基盤の徹底深掘り
ü 顧客取引のメイン化

ü 県内貸出シェア30％以上
　（現行 25.6% ⇒ 30%）
ü 3年間で総貸出金8,000億円増強

ITIT戦略戦略 人財戦略人財戦略

クオリティ戦略クオリティ戦略

事務戦略事務戦略ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒ
ﾝﾄ戦略ﾝﾄ戦略

営業戦略営業戦略

サービスサービス
品質向上品質向上経営資源経営資源

l 利用者満足度の向上
l 商品・サービス提供力
l 人財・企業カルチャーの変革

l ハード面投資
　（店舗等）
l 人財投資

l カバーセグメントの拡大
　（大企業 → 中小・個人・創業支援）
l チャネルの再構築（機能アップ）
l 商品・マーケティングの強化
l 地区戦略の新ステージ
l 顧客との取引関係強化

顧客基盤の拡大顧客基盤の拡大

lコンプライアンス
lブランディング
lＣＳＲ
lＣＳ向上

中期経営計画中期経営計画20062006の方向性の方向性
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業
績
予
想

　　　　　　　　基本方針基本方針

「知と行動の総力展開」
～情報・ノウハウに裏打ちされ
た行動力による成長の実現 ～

n 顧客を深く知り顧客の期待を
超える真のニーズを追求

n 知恵を駆使して競合が真似で
きない金融サービスを提供

n 様々なリスクをコントロール
をしつつ収益拡大を図るリス
クマネジメントの実践

顧客基盤の拡大と深堀り

事務・サービス品質の向上

組織風土の醸成

戦略・施策体系

営業店での取組み

顧客接点での取組み（営業活動）を支える戦略
（施策の束）の関係

営 業 戦 略

リスクマネジメント戦略

事 務 戦 略

人 財 戦 略

クオリティ戦略
（企業カルチャーの変革）

営業を支える戦略体系

成長戦略（勝つための中計）
と普遍的な企業カルチャー
変革の同時追求

Ｉ Ｔ 戦 略

　　　経営資源
　－店舗等ハード
　　－人財資源

そ
の
他
の
計
数

そ
の
他
の
計
数 4747％％

44兆円兆円中小企業等貸出残高中小企業等貸出残高

金利上昇時金利上昇時金利横這時金利横這時

経営指標経営指標

1010％％自己資本比率自己資本比率

11％台％台 　　不良債権比率不良債権比率

88％％77％％R O ER O E

400400億円億円350350億円億円当 期 利 益当 期 利 益

800800億円億円700700億円億円コア業務純益コア業務純益

目
標
指
標

目
標
指
標

２ノッチアップ２ノッチアップ外 部 格 付外 部 格 付

5050％％Ｏ Ｈ ＲＯ Ｈ Ｒ

88％％T i e rT i e r ⅠⅠ 比率比率

「中期経営計画「中期経営計画20062006」」

最終年度（最終年度（20082008年度）年度）

戦略・施策体系および経営指標戦略・施策体系および経営指標
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PartPartⅤⅤ

PartⅤPartPartⅤⅤ
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九州・福岡県のマクロ環境九州・福岡県のマクロ環境
n 九州・福岡の景況感は、全国と同様回復基調を続けている。
n 九州・福岡の生産・設備投資は全国を上回る伸びを示す。
n 九州・福岡の景況感は、全国と同様回復基調を続けている。
n 九州・福岡の生産・設備投資は全国を上回る伸びを示す。

九州（5月九州経済産業局）

緩やかに改善
（中小企業も緩やかに改善）

緩やかに増加

厳しさが残るが改善
に広がり

概ね横這い

概ね横這い

増加している
（製造業中心に増加）

緩やかに増加

景気は回復している

全国（5月･月例経済報告）

緩やかに回復緩やかな改善が続い
ている基調判断

景気改善の動きは製
造業から他産業へ

緩やかに改善企業業況

横這い低調ながら持ち直し
の動き個人消費

改善の動き厳しい状況ではある
が改善の動き雇用情勢

横這い横這い企業倒産

高水準が続く

マンションが堅調

３月は前年比マイナ
ス（貸家は堅調）住宅投資

増加傾向改善の動きが続いて
いる（製造業中心）設備投資

緩やかな上昇堅調
（鉱工業生産前年比+1.0%）生産動向

福岡県（5月福銀調査月報）
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n 2005年度九州経済：踊り場を脱出する兆し　成長率1.5％
n 2006年度九州経済：緩やかな回復が続く　成長率見通し1.7%
n 2005年度九州経済：踊り場を脱出する兆し　成長率1.5％
n 2006年度九州経済：緩やかな回復が続く　成長率見通し1.7%

九州・福岡の経済成長率九州・福岡の経済成長率

2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2003年度 2006年度
（実績） （実績） （実績） （推計） （推計） （推計） （予測）
2.1 ▲ 1.6 1.0 2.2 3.0 1.5 1.7

民間最終消費支出 0.9 0.9 2.2 0.8 1.8 2.5 1.8
民間住宅投資 ▲ 4.6 ▲ 7.9 ▲ 6.3 0.2 5.7 1.2 ▲ 1.5
民間企業設備投資 8.6 ▲ 1.7 ▲ 3.8 8.3 9.9 3.0 1.7

3.2 ▲ 1.2 1.0 3.3 2.7 2.6 1.7
民間最終消費支出 1.1 1.3 0.9 1.6 2.2 1.9 1.2
民間住宅投資 ▲ 0.2 ▲ 7.9 ▲ 2.3 ▲ 0.3 2.1 ▲ 0.7 0.9
民間企業設備投資 10.0 ▲ 3.4 ▲ 4.0 10.9 6.7 7.6 4.3

九
州
８
県

全
国

地域内総生産

国内総生産

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

FY'93 FY'95 FY'97 FY'99 FY'01 FY'03E FY'05E

全国 九州 福岡 （出所：九経調、福岡県）

（％）
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福岡経済のトピックス福岡経済のトピックス ①①（地価動向）（地価動向）
＜公示地価：国土交通省概括＞＜公示地価：国土交通省概括＞

（単位：千円）

福岡市の地価上昇地点福岡市の地価上昇地点

（国土交通省　2006年3月23日発表）

＜福岡市商業地の上昇率上位10地点＞＜福岡市商業地の上昇率上位10地点＞

景気回復に加え、不動産投資の拡大を受け、東京圏、大阪
圏・名古屋圏の三大都市圏の商業地がいずれも15年ぶりに
上昇に転じた。福岡市でも中央区・博多区の商業地、中央
区の住宅地が15年ぶりに上昇に転じた。

景気回復に加え、不動産投資の拡大を受け、東京圏、大阪
圏・名古屋圏の三大都市圏の商業地がいずれも15年ぶりに
上昇に転じた。福岡市でも中央区・博多区の商業地、中央
区の住宅地が15年ぶりに上昇に転じた。

▲ 10

▲ 8

▲ 6

▲ 4

▲ 2

0

'95 '96 '97 '98 '99 '00 '01 '02 '03 '04 '05 '06

福岡(住宅地)

全国(住宅地)

全国(商業地)

福岡(商業地)
▲4.2

▲2.7

▲5.7

順位 区 所在 03年 04年 05年 06年
1 中央区 天神2-7-6 -0.4% 0.0% 3.2% 17.6%
2 中央区 天神1-11-11 0.0% 3.0% 5.0% 14.2%
3 中央区 大名1-9-39 -1.6% 0.0% -1.9% 8.3%
4 中央区 今泉2-5-25 -1.0% 0.0% 2.0% 7.8%
5 中央区 大名2-6-38 -4.2% -1.4% 0.0% 5.1%
6 中央区 天神4-2-34 -7.5% -7.0% -5.3% 5.0%
7 中央区 大手門3-4-22 -5.3% -4.1% 0.0% 4.2%
8 博多区 博多駅前2-8-11 -8.7% -11.3% -9.0% 3.6%
9 中央区 舞鶴1-5-10 -6.4% -1.9% -1.0% 3.5%
10 中央区 大手門1-5-4 -4.7% -3.3% -1.7% 3.4%

04年 05年 06年 04年 05年
住宅地 1地点 6地点 6地点 0地点 7地点
商業地 1地点 3地点 27地点 1地点 4地点
合計 2地点 9地点 33地点 1地点 11地点

公示地価 基準地価

05年 06年 05年 06年
全国 ▲ 4.6 ▲ 2.7 ▲ 5.6 ▲ 2.7
三大都市圏 ▲ 3.7 ▲ 1.2 ▲ 3.2 1.0
東京圏 ▲ 3.2 ▲ 0.9 ▲ 2.5 1.0
大阪圏 ▲ 5.2 ▲ 1.6 ▲ 5.0 0.8
名古屋圏 ▲ 3.3 ▲ 1.3 ▲ 3.3 0.9
福岡県 ▲ 5.1 ▲ 4.2 ▲ 7.6 ▲ 5.7
佐賀県 ▲ 2.5 ▲ 2.4 ▲ 5.6 ▲ 4.9
長崎県 ▲ 5.4 ▲ 5.3 ▲ 8.1 ▲ 7.3
熊本県 ▲ 5.6 ▲ 5.8 ▲ 6.9 ▲ 7.4
大分県 ▲ 5.2 ▲ 4.8 ▲ 7.0 ▲ 5.5
宮崎県 ▲ 1.2 ▲ 1.4 ▲ 4.1 ▲ 3.9
鹿児島県 ▲ 1.5 ▲ 1.7 ▲ 4.3 ▲ 3.7
＜主要市＞
福岡市 ▲ 5.3 ▲ 3.0 ▲ 5.3 ▲ 0.6
北九州市 ▲ 4.2 ▲ 4.7 ▲ 8.8 ▲ 8.8
佐賀市 ▲ 3.5 ▲ 3.0 ▲ 8.1 ▲ 6.2
長崎市 ▲ 8.1 ▲ 6.7 ▲ 10.3 ▲ 7.5
熊本市 ▲ 6.2 ▲ 6.5 ▲ 7.0 ▲ 6.5
大分市 ▲ 5.5 ▲ 4.7 ▲ 8.3 ▲ 5.7
宮崎市 ▲ 1.5 ▲ 1.9 ▲ 7.4 ▲ 6.2
鹿児島市 ▲ 1.4 ▲ 1.4 ▲ 3.7 ▲ 2.1

商業地住宅地

全国・九州・福岡の公示地価全国・九州・福岡の公示地価
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n 人口及び世帯数ともに増加傾向が続いている
n 福岡市の将来推計人口は100万人都市中第1位の伸び率が予想されている
n 人口及び世帯数ともに増加傾向が続いている
n 福岡市の将来推計人口は100万人都市中第1位の伸び率が予想されている

福岡経済のトピックス福岡経済のトピックス ②②（人口増加）（人口増加）

3

4

5

6

1974 1979 1984 1989 1994 1999 2004
0

1

2

人口（左軸）

世帯数（右軸）

80

90

100

110

120

2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030

2000=100

（出所：国立社会保障・人口問題研究所：03年12月推計）

主要都市の将来推計人口（2005-2030）主要都市の将来推計人口（2005-2030）

福岡市

仙台市

札幌市

東京

全国

名古屋市

大阪市

（出所：九州データブック・西日本新聞）

福岡県の人口と世帯数推移福岡県の人口と世帯数推移

（百万世帯）（百万人）
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九州

全国

生産・貿易生産・貿易

n 生産は、食品、機械など高水準で推移しているものの全体としては横ばい
n 輸出は、中国、東南アジア向けで一般機械、化学製品、船舶が増加
n 生産は、食品、機械など高水準で推移しているものの全体としては横ばい
n 輸出は、中国、東南アジア向けで一般機械、化学製品、船舶が増加

（出所：九州経済産業局・ふくおかデータウェブ（福岡県））

93.7

129.6

114.0

78.3

101.5

(%)

（出所：福岡県、ふくおかデータウェブ）

21.7

13.1

20.7

福岡県鉱工業生産指数（業種別、00年=100）福岡県鉱工業生産指数（業種別、00年=100） 輸出通関実績（前年同月比）輸出通関実績（前年同月比）
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設備投資・企業景況設備投資・企業景況
n 九州・福岡の設備投資は製造業を中心に堅調に推移

n 企業の景況感も上昇傾向にあり、中小企業も改善している

n 九州・福岡の設備投資は製造業を中心に堅調に推移

n 企業の景況感も上昇傾向にあり、中小企業も改善している

（出所：財務省福岡財務支局）
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0～
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06
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～6

06
/7
～9

中小企業

大企業

全産業

「上昇」－「下降」

中堅企業

見通し

• 北部九州３県：福岡県・佐賀県･長崎県

• BSI：「上昇」－「下降」、前四半期に対して

（出所：日本政策投資銀行「九州地域設備動向」）

全国 九州 福岡

全産業 1.9 16.0 ▲ 3.1

製造業 14.9 51.5 14.8

非製造業 ▲ 4.3 ▲ 2.8 ▲ 7.0

全産業 15.1 3.0 15.0

製造業 22.3 4.0 54.3

非製造業 10.9 2.2 1.9

全産業 ▲ 3.2 ▲ 5.8 5.3

製造業 ▲ 4.5 0.5 22.1

非製造業 ▲ 2.7 ▲ 8.7 0.4

04年度
実績

05年度
見込

06年度
計画

県内の設備投資動向県内の設備投資動向 北部九州地方のBSI北部九州地方のBSI
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消費・投資活動消費・投資活動
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福岡県

九州

全国

◎全国的に持ち直し

福岡は全国に先んじてプラス成長を維
持

◎全国的に持ち直し

福岡は全国に先んじてプラス成長を維
持

（出所：九州経済産業局・ふくおかデータウェブ（福岡県））

1.3

▲0.5

0.2

百貨店販売額（前年同月比百貨店販売額（前年同月比//全店）全店）
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（出所：国土交通省）

13.7
9.8

▲1.3

新設住宅着工数（前年同月比）新設住宅着工数（前年同月比）
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公共工事請負額（前年同月比）公共工事請負額（前年同月比）

◎全国的に横ばい

福岡は2桁プラス年率が続いた昨年度
の反動がありマイナス

◎全国的に横ばい

福岡は2桁プラス年率が続いた昨年度
の反動がありマイナス

◎全国的に低迷傾向

福岡は、単月ではプラス成長もあるが、
全体的に低調に推移

◎全国的に低迷傾向

福岡は、単月ではプラス成長もあるが、
全体的に低調に推移

（出所：九州経済産業局・ふくおかデータウェブ（福岡県））
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企業倒産・雇用・金融企業倒産・雇用・金融
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福岡県
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◎全国的に持ち直し

福岡もこの3月、昨年5月以来のプラス
成長

◎全国的に持ち直し

福岡もこの3月、昨年5月以来のプラス
成長

（出所：東京商工リサーチ）

（出所：日本銀行）
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倍

◎全国的に持ち直し

福岡の雇用者は前年同期比で27ヶ月連
続の増加

◎全国的に持ち直し

福岡の雇用者は前年同期比で27ヶ月連
続の増加

（出所：厚生労働省・九州経済産業局・福岡県）
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17.0
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▲0.1
0.2

1.6

企業倒産件数（前年同月比）企業倒産件数（前年同月比）

有効求人倍率有効求人倍率

貸出金残高（前年同月比）貸出金残高（前年同月比）

◎全国的に減少の動きが一服

福岡の3月は昨年の反動増

（昨年→今年：41件→48件）

◎全国的に減少の動きが一服

福岡の3月は昨年の反動増

（昨年→今年：41件→48件）
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本日の会社説明会に関するご照会先本日の会社説明会に関するご照会先

本日は、弊行会社説明会にご参加いただきましてありがとうございます。

本日配布いたしました資料に記述されている将来の業績予想等につきましては、経営環境の

変化等に伴い、予想あるいは目標対比変化し得ることにご留意ください。

株式会社 福岡銀行 総合企画部

　電 話 ０９２－７２３－２６２２

　ＦＡＸ ０９２－７２１－５７９８

　E-mail     fukuoka-ir@fukuokabank.co.jp 

　ＨＰ　　 http://www.fukuokabank.co.jp

　担当者 横田、牛島、野中、廣田、東、永吉


